
第 1 6 回社会保障審議会   

  平成 1 7 年 2 月 9 日 ・ 

資料「 一 2  : 
  

平成「 7 年度税制改正の 概要 



平成「 7 年度税制改正の 概要 

第 「 高齢者が生きが い を持ち安心して 暮らせる社会の 実現 

第 2 障害者の自立・ 社会参加の推進と 良質な福祉 サーヒ スの提供 

第 3 次世代育成支援対策の 推進と「人間 力 」を高め、 安心して働ける 

社会の実現 

第 4  安心で質の高い 医療の確保等のための 施策の推進 

第 5  各種施策の推進 
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第 7 盲腸香 力咋 き力 り ) を揮う安仙レて 募らせる 在 套の実現 
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l Cl) 介護制度改革に 伴う税制上の 所要の措置   
  

0 介護制度改革に 伴 う 税制上の所要の 措置二所得税、 事業税等 コ 

Ⅹ法案の内容を 見て検討することとされた。 

l (2) 介護 サー ピス利用者の 負担の軽減 

①介護費用に 係る所得控除制度の 創設 ( 所得税、 住民税 コ 

Ⅹ税制改正大綱で「検討事項」 として以下のように 記述された。 

要 援護高齢者等の 介護費用に係る 税制上の措置についてほ、 介護 

保険制度改革の 実施に向け所要の 措置を講ずるとともに、 介護保険 

の 実施状況や特別な 人的控除との 関係等を踏まえ、 検討する。 

②民間介護保険加入者に 係る所得控除の 創設 ( 所得税、 住民税 コ 

Ⅹ税制改正大綱で「検討事項」 として以下のように 記述された。 

生損保控除についてほ、 医療、 介護など高齢化社会における 社会 

保障政策を踏まえた 新たな商品開発の 進展、 制度創設の目的が 達成 

主 れている月の 指摘等を踏まえ   制度のあ り方の抜本的な 見直しを 

，一 十二Ⅱ つ - 



i (3) 介護 サーヒ スの供給の促進   

① P F l 制度を活用したケアハウス 等の整備を推進するための 税制上の所要 

の措置 ( 不動産取得税、 固定資産税、 都市計画 税コ 

Ⅹ税制改正大綱で「検討事項」 として以下のように 記述された。 

P デ I 事業については、 国 ・地方公共団体が 民間の資金や 人材、 

技術等を効率的に 用いて公的インフラの 整備を促進する 観点から、 

各 税の性質に応じて、 その課税のあ り方をさらに 検討する。 

②老人性痴呆疾患療養病棟の 割増償却制度の 適用期限の延長 ( 法人税 コ 

現行の課税特例措置について、 2 年間延長とされた。 
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2
 安定的で効率的な 年金制度の運営の 確保 

  Cl) 老後生活を支える 年金制度の安定的な 運営 
  

①基礎年金の 国庫負担割合の 着実な引上けを 図るための税制上の 整備 

平成 1 6 年度与党税制改正大綱の 考え方に沿って、 平成 1 7 年度税 

制 改正において、 定率減税を 9 分の 1 に縮減することとされた。 

②厚生年金基金、 確定給付企業年金、 確定拠出年金、 勤労者財産形成給付金 

契約及び勤労者財産形成基金契約に 係る積立金に 対する特別法人税の 撤廃 

( 法人税、 住民税 コ 

現行の課税停止措置について、 3 年間延長とされた。 

Ⅹ税制改正大綱で「検討事項」 として以下のように 記述された。 

年金課税については、 少子・高齢化が 進展する中で、 公的年金制 

度改革の動向等を 見極めっ っ 、 老後を保障する 公的年金と私的資産 

形成の状況、 退職金課税や 給与課税とのバランス、 世代間・世代内 

の公平確保等に 留意して、 特別法人税のあ り方を含め、 拠出・運用 ・給付を通ずる 負担の適正化に 向けた抜本的な 検討を行 つ @ 

③国民年金保険料に 係る社会保険料控除の 手続きの見直し ( 所得税 コ 

国民年金の保険料に 係る社会保険料控除の 適用について、 当該保険 

料の支払をした 旨を証する書類を、 確定申告書に 添付等をし、 又は 年 

末調整の際に 提出等をしなければならないこととされた。 

( 注 ) 上記の改正は、 平成 1 7 年分以後の所得税について 適用する。 
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  (2) 年金福祉施設の 整理合理化の 推進 

0 年金福祉施設の 整理合理化の 推進に係る税制上の 所要の措置 

( 法人税、 固定資産税等 コ 

Ⅹ法案の内容を 見て検討することとされた。 
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第 2  % 害者の自立，社会参加の 推進と良質な 福祉 ヴ一 ビ ス   

の 芽共   

①障害者を多数雇用する 場合の機械等の 割増償却制度の 適用期限の延長尺 ひ 適用 

要件の緩和 ( 所得税、 法人税 コ 

現行の課税特例措置につ             9 年間延長するとともに、 精神障害者の 

追加については、 法案の内容を 見て検討することとされた。 

②障害者を多数雇用する 事業所に係る 不動産取得税及び 固定資産税の 軽減措置の 

適用期限の延長及び 適用要件の緩和 ( 不動産取得税、 固定資産税 コ 

現行の課税特例措置につ ，て 、 0 年間延長するとともに、 適用範囲に精 

神 障害者を追加することとされた。 

③障害者を多数雇用する 事業所等に係る 事業所税の課税標準の 特例の適用要件の 

緩和 ( 事業所税 コ 

適用範囲に精神障害者を 追加することとされた ， 

④障害者福祉制度の 見直しに伴う 税制上の所要の 措置 ( 所得税、 事業税等 コ 

Ⅹ法案の内容を 見て検討することとされた。 
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  「次世代育成支援対策の 推進 

0 認可 外 保育施設に対する 指導・監督制度の 充実に伴う一定の 保育施設の利用 

料に係る消費税の 非課税 ( 消費税 コ 

認 、 可仲保育施設のうち 一定の基準を 満たすもので 都道府県知事等から 

当該基準を満たす 旨の証明書の 交付を受けたものにおける 利用料に係る 

消費税を非課税とされた。 

    

2  「人間 力 」を高めるための 環境整備の推進 
  
  

0 企業の教育訓練費を 税額控除する 制度の創設 ( 法人税、 所得税コ 

人材育成に積極的に 取り組む企業について、 教育訓練貫の 一定割合を 

法人税額等から 控除する制度を 創設することとされた。 

3  安心して働ける 環境づくり 

0 通勤災害保護制度の 見直しに伴う 税制上の所要の 措置 [ 所得税、 住民税等 コ 

Ⅹ法案の内容を 見て検討することとされた。 

②住宅用家屋に 係る登録免許税の 軽減措置の適用期限の 延長 ( 登録免許税 コ 

現行の課税特例措置について、 9 年間延長することとされた。 
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  第 4 安辿で 質の高 刀 医療の確保等のだめの 施策の推進 
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  (1) 医業経営の安定の 確保 
  

以下の課税特例措置について 全て存続とされた。 

①社会保険診療報酬に 係る事業税の 非課税措置の 存続 ( 事業税 コ 

②医療法人に 係る事業税 ( 社会保険診療報酬以覚分 ) の軽減措置の 存続 

( 事業税 コ 

l (2) 医業経営の近代化・ 効率化の促進   

①医療用機器に 係る特別償却制度の 適用期限の延長二所得税、 法人税 コ 

現行の課税特例措置につ             2 年間延長とされた ， 

②特定医療法人における 社会保険診療に 係る収入の見直し ( 法人税 コ 

特定医療法人の 法人税率の特例について、 社会保険診療の 収入割合 

の計算にっき 健康増進法に 基づく健康増進事業の 健康診査による 収入 

金額を社会保険診療に 係る収入金額に 含めることとされた " 
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③ P F @ 制度を活用した 医療施設の整備を 推進するための 税制上の所要の 措 

置 ( 不動産取得税、 固定資産税、 都市計画 税コ 

Ⅹ税制改正大綱で「検討事項」 として以下のように 記述された。 

P F I 事業につ ，ては 、 国 ・地方公共団体が 民間の資金や 人材、 

技術等を効率的に 用いて公的インフラの 整備を促進する 観点から、 
各 税の性質に応じて、 その課税のあ り方をさらに 検討する。 
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⑥平成「 2 年医療法改正による 改正後の構造設備基準に 適合した病院等への 

建て替えに係る 特別償却制度の 適用期限の延長 ( 所得税、 法人税 コ 

現行の課税特例措置について、 2 年間延長とされた。 

  

2 
救急体制の整備 

0 救急用医療機器についての 特別償却制度の 適用期限の延長 ( 平成「 7 年か 

ら「健康フロンティア 戦略」に 基 つき実施 ) C 所得税、 法人税 コ 

対象から超音波 式経 頭蓋血流測定装置． 生体情報モニ タ一 を除外し 

たうえ、 その適用期限を 2 年間延長することときれた。 
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0 医療安全に資する 機器に係る特別償却制度の 対象機器の追加・ 適用期限の 

延長 ( 所得税、 法人税 コ 
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  第 5  各種施策の推進 

  

  「生活衛生関係営業の 振興   
  

  

①生活衛生同業組合等が 設置する共同利用施設に 係る特別償却制度の 適用期限 

の 延長 ( 法人税 コ 

現行の課税特例措置について、 9 年間延長とされた。 

②生活衛生同業組合等の 留保所得の特別控除制度の 適用期限の延長 ( 法人税 コ 

現行の課税特例措置について、 2 年間延長とされた。 

③生活衛生同業組合等の 貸 倒 引当金の特例措置の 適用期限の延長 ( 法人税 コ 

現行の課税特例措置について、 2 年間延長ときれた。 

④中小企業者等の 事業基盤強化設備に 係る特別償却制度等の 適用期限の延長 

( 所得税、 法人税 コ 

現行の課税特例措置について、 2 年間延長とされた。 
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  2  その他 
  

①介護・子育て 支援 サー ピス事業を行う 特定非営利活動法人 (NPO 法人 ) に 

関する税制上の 支援の充実 こ 法人税、 事業税等 コ 

認定 N P 0 法人制度の認定要件等について、 主に以下のように 見直す 

こととされた。 

  い わゆるパブリッタ・サポート・テストに 関し、 総収入金額の う 

ちに寄附 金 総額の占める 割合について、 直前 各 2 事業年度それぞれ 

において D 分の 1 以上とされているところを、 各事業年度の 割合が 

1 0 分のⅠ以上であ る場合に限り、 直前 2 事業年度の平均により 算 

走 する。 

  共益的な活動の 制限に係る要件について 「会員等」 の範囲から 単 

なる顧客を除覚する。 

寄附会控除の 控除対象限度額を、 総所得金額等の 3 0 %  0 現行 2 5 %) 

に引き上げることとされた。 

Ⅹ税制改正大綱で「検討事項」 として以下のように 記述された。 

N P 0 法人や公益法人等による 民間非営利活動の 役割が今後ますま 

す重要となることに 鑑み、 これら法人の 実態を見極めつっ、 活動の透 

明性の確保にも 留意し、 認定 X P O 法人の認定要件など 寄附会税制に 

ついで、 ( 中略 ) 公益法人制度改革にあ わせて、 抜本的検討を 行       

②消費生活協同組合等の 留保所得の特別控除制度の 適用期限の延長 ( 法人税 コ 

現行の課税特例措置について、 2 年間延長とされた。 
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③産業活力再生特別措置法に 係る税制上の 特例措置の適用期限の 延長 

二所得税、 法人税、 不動産取得税 コ 

共同現物出資をした 場合の課税の 特例措置の適用期限の 延長を除き   

現行の課税特例措置にっ。 て 9 年間延長とされた。 

④国立ハンセン 病療養所等に 入所 歴 のないハンセン 病患者・元患者に 対する非 

入所者給与 金 ( 仮称 ) の創設に伴う 税制上の所要の 措置 ( 所得税、 住民税 コ 

ハンセン病療養所入所者等に 対する補償金の 支給等に関する 法律に規 

定する福祉の 増進の措置として 国から支給される 非入所者給与 金 ( 仮称 ) 

ほ ついては、 所得税及び個人住民税を 課さないこととされた。 
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